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三段階論の再構成と原理論の叙述方法について
新田　滋

はじめに

宇野学派の経済原論の冒頭には、序論として、

経済学の課題、経済学の対象とその抽象方法、

原理論の構成、展開方法などについて説明され

るのが一般的である。これは、宇野弘蔵が、三

段階論という独創的な方法論を提起したために、

なぜ、そのような方法論が必然化されたのかを

説明する必要があったからといえる。

しかし、宇野以降、原理論、段階論の研究そ

れ自体の進展、あるいは時代状況の変化などに

よって、たえず、宇野三段階論は、さまざまな

部分において変化が迫られてきた。

ここでは、それらのうち、経済学の対象と諸

範疇の抽出方法をめぐる問題（「第一節　経済

学の対象と諸範疇の抽出方法」）、それらの検討

を踏まえた、今日的な歴史的位置から必然化さ

れる三段階論の再構成のあり方（「第二節　三

段階論の再構成」）、原理論体系の叙述方法と展

開動力の整理（「第三節　原理論体系の叙述方

法と展開動力」）、に限定して私見を述べること

としたい。

なお、本稿の基本的な部分は、筆者がいままでに、

多岐にわたる方法論的な諸論稿で提起してきた考

え方を、改めて整合的に組み立て直すことを試み

たものであるため、重複した内容が多くなってい

るが、以下の諸点については、新しい論点が提出

されているものである。

①　小幡「変容」論の検討（第一節第4項）

②　内面化作用の方法論的意義と限界、および、

純粋化傾向と内面化作用の方法論的総合（第

二節第2項・第3項。未公刊の博士論文であ

る新田［1993年］でしか触れたことがなかっ

たもの）

③　三段階論の再構成（第二節第4項。新田

［2017年］21頁においては、紙幅の制約のた

めに外観的にしか触れられなかったもの）

④　原理論の展開方法としての発生進化論と構

造論的概念展開論＝復元論の方法論的総合

（第三節第3項）

⑤　原理論の論理の展開動力の明確化（第三節

第4項）

第一節　経済学の対象と諸範疇の
　　　　抽出方法

1）	 資本主義的市民社会の「純粋化」

宇野弘蔵が指摘したように、マルクスにまで

至る西欧の社会科学者、経済学者たちにおける、

資本主義的市民社会の「純粋化」と諸範疇の抽

出は、特定の研究者による恣意的な思いつきに

よるといったようなものではなかった *1。

17-18世紀における「市民社会－国家」体制

－持続的技術革新社会－資本主義的市民社会が

形成されていく客観的な歴史過程をつうじて、

客観的な諸範疇の抽象が行われてきた。客観的

な歴史過程として与えられるようになった近代

社会像の表象から抽出された範疇体系は、いか

なる思想・信条にもかかわりのない客観的なも

のとなっている。

「市民社会－国家」体制と持続的技術革新社
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会と資本主義的市民社会が、相互に原因となり

結果となって形成されたのは17-18世紀のイギ

リスにおいてであった（オランダにも萌芽的に

あった）。このような歴史的傾向を客観的な根

拠として、17世紀の自然法思想（グロティウス、

プーフェンドルフ）、社会契約論（ホッブズ、

ロック）、18世紀の市民社会史論（モンテス

キュー、ルソー、ヒューム、ファーガソン）、

19世紀の文明進化史観（ギゾー、ティエリ、

ミニェ、ティエール）がイギリス、オランダ、

フランスで展開された。

いうまでもなく、これらと並行して経済学が

形成されていった。すなわち、16世紀の重金

主義を先駆として、17世紀の重商主義（トマ

ス・マン、スチュアート）、18世紀の重農主義

（ケネー）、古典学派（ペティ、ロック、ヒュー

ム、スミス）、19世紀のリカードらであった。

また、そうした先進諸国の思想動向を哲学的に

受容したのがドイツ法哲学・歴史哲学（カント、

ヘーゲル）であった。ヘーゲルの法哲学・歴史

哲学がこれらの集大成という歴史的位置をもつ

のは偶然ではなかった。

このようにして、単婚小家族・市民社会・国

家の分化、平等に自由な諸個人からなる市民社

会内部における市民相互間の商品・貨幣の交換

関係、資本家と労働者の間の垂直的な階級関係、

労働者の生産的労働による自然の加工、さらに

は、人間と自然の根源的な関係のあり方、すな

わち、実践的活動による人間と自然との相互媒

介、対自然的－対人間的な協働聯関、それらを

媒介する意識にたいする言語の物質性による制

約性、等々という、どのような思想・信条の持

ち主の眼にも共通に映る諸対象から、経済学、

人間－社会－歴史理論の諸範疇は抽出されてき

たのである。

2）	 国家介入の増大と経済学の展開　純粋化傾

向とその逆転

しかしながら、このような近代的な「市民社

会－国家」体制の構造は、時間的には、19世

紀末以降、一方では、国家・政府の経済介入の

増大によって、他方では、普通選挙制による大

衆民主主義化、大衆社会化によって、変容して

いった（いわゆる帝国主義、国家独占資本主義、

ケインズ主義、社会民主主義的な福祉国家と、

「大衆社会－福祉国家」体制への変容、等々）。

また、空間的には、イギリスの周辺の後発諸国

においては、多かれ少なかれ国家主導による

「上からの改革」で「市民社会－国家」体制の

導入が図られた結果、「国民国家－国民社会」

体制というべきものが形成されていった。

その意味で、「市民社会－国家」体制への純

粋化傾向とその鈍化・変容の過程を歴史的な客

観的根拠として諸範疇が抽出されるとする方法

論が成り立つのである *2。

このような動向に対して、マルクス学派にお

いては、1870年代以降における資本主義市場

経済の発展・変化の傾向を踏まえて、ヒルファ

ディング（『金融資本論』、1910年）、ローザ・

ルクセンブルク（『資本蓄積論』、1913年）、

レーニン（『帝国主義論』、1917年）などによっ

て、19世紀末から20世紀初頭に顕著になった

株式会社や資本市場、組織的独占体（カルテル、

トラスト）、あるいは当時の欧米列強の帝国主

義的な政策などについて分析が加えられていっ

た。

ちょうどその頃、第一次大戦（1914-1918年）

とロシア革命（1917年）によって、マルクス・

レーニン主義の政治的な影響力が劇的に高まっ

た。その結果、ロシアに次いで後進的で多くの

社会的矛盾を抱えた資本主義国であった大正時

代の日本では、マルクス経済学の研究がたいへ

ん盛んになった。そのすぐれた成果の上に立っ
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て、1930年代前半には日本資本主義をどのよ

うにとらえるかという「日本資本主義論争」が

活発に行われた。この論争そのものには、学問

的な分析と革命戦略論争とが未分化だったとい

う問題も内在していた。また、この論争が活発

に闘わされることができたのはわずか数年だけ

であった。満州事変（1931年）後、しだいに

強まっていった思想・学問・言論の弾圧は日中

戦争（1937 ～ 45年）、太平洋戦争（1941 ～ 45

年）が勃発すると徹底したものとなり、この論

争にとどまらず、いかなる自由な学問の研究も

まったく中断を余儀なくされてしまったからで

ある。

しかしながら、そうした論争で播かれた種子

から、宇野弘蔵は独自の経済学三段階論（原理

論－段階論－現状分析）の体系を形成し、戦後

にその成果を公表していくこととなった *3。

宇野は、マルクスにおける、「純粋化傾向」

によって純粋資本主義社会の諸範疇が抽出され

る論理を鋭く抉り出しつつ、さらに、19世紀

末以降、それらの歴史的傾向が鈍化・逆転した

ことに着目した。（ただし、こうした「純粋化傾

向」によって純粋資本主義社会の諸範疇が抽出さ

れる論理それ自体は、いまだ、あくまでも「市民

社会の解剖学」としての古典派経済学のレベルに

対応しているものにすぎないことに留意すべきで

ある。）

そこから、ヘーゲル、マルクスの時代までは、

理論と実証の二層構造ですんだのにたいして、

逆転を経験して以降の時代には、純粋化傾向の

極限に想定される架空の純粋資本主義社会を対

象とする原理論、資本主義社会の生成、発展、

変容をとらえる世界史的発展段階論、それら両

者を踏まえた現状分析からなる三段階論の方法

論が提唱されたのであった。

宇野の三段階論とは、日本資本主義の<現状

分析>をおこなうにあたっては、マルクス『資

本論』を<原理論>として直接に適用するので

はなく、ヒルファディング『金融資本論』、

レーニン『帝国主義論』をもとにして、世界史

的な発展段階の変容を規定した<段階論>を媒

介としなければならないという方法論であった。

すなわち、経済学三段階論とは、原理論－段階

論－現状分析の三つの段階からなる経済学の体

系という意味である。

このような方法論にもとづいて、宇野は、

『資本論』を特定の発展段階にだけあてはまる

ような特殊歴史理論としてではなく、資本主義

経済に一般的にあてはまるような原理論として

純化して再構成した（宇野［1950/52年］、宇野

［1964年］）。また、『金融資本論』、『帝国主義

論』が対象とする金融資本・帝国主義段階を含

むものとして、資本主義の世界史的な発展段階

を重商主義段階・自由主義段階・帝国主義段階

と規定する段階論を展開した（『経済政策論』

1954/71年）。そして、これらの原理論・段階論

を踏まえて、日本経済や世界経済にかんする現

状分析は行われるべきだとしたのであった。

このような宇野三段階論は、大正年間から昭

和初期（1910 ～ 30年代）に構想されたもので

あったが、第二次大戦とその後の修正資本主義

（国家社会主義）的な変容をへてもなお、1950

～ 60年代までは、有効な方法論的な枠組みと

して機能しえていたといえる。

3）	 新自由主義政策の台頭による純粋化傾向へ

の再逆転

	 宇野三段階論の動揺

ところが、第二次大戦後に構築された IMF

ブレトンウッズ体制のもとで、西欧・日本が戦

後復興・高度成長に成功すると、アメリカの相

対的地位の低下が生じたうえに、アメリカのベ

トナム戦争と「偉大な社会」計画の同時遂行に

よる財政赤字の拡大が国際収支の悪化を招き、
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金ドル交換停止による IMFブレトンウッズ体

制が崩壊し、変動相場制へと移行した。

他方、1960年代をつうじた高度成長によって、

資源価格の上昇が進み、一部の国にスタグフ

レーションが発生していたが、第二次大戦後、

続々と政治的独立を果たした第三世界諸国は、

資源ナショナリズムを掲げるようになり、第一

次石油ショックが発生し、変動相場制の下での

各国のインフレ政策によって、スタグフレー

ションが激化し、世界同時不況に突入した。

そうした中、いまだ新興工業国的な要素の

残っていた日本は、低賃金を利用した集中豪雨

的輸出によって早期に景気回復していったが、

それによって、欧米の製造業はいっそうの不振

に陥ることとなった。

それに対して、イギリス、アメリカでは、

1970年代をつうじて、頻繁に政権交替と経済

政策の試行錯誤が繰り返された挙げ句、遂に、

1970年代末になると、「ケインズ葬送」が叫ば

れ、新自由主義経済学へと主流の地位が交替し

ていくこととなった。

このため、資本主義社会にたいする国家介入

の積極化、消極化、積極化という世界史的過程

を抽象の根拠とした宇野三段階論の考え方は、

20世紀中葉までは、対象を包括的に説明しう

る理論でありえたが、しかし、1980年代以降

の「小さな政府」への再逆転は、宇野三段階論

の考え方に大きな動揺をもたらすこととなった

のである。

	 新自由主義的な変化は表層的だったか

もちろん、それに対して、新自由主義といっ

ても、巨大企業にとっての自由にすぎず、福祉

国家的な財政規模は、依然として大きく、また、

中央銀行による金融政策も重要な要因であり続

けている以上、純粋化傾向の再々逆転とみるの

は誤りだという見解も存在したのは確かであ

る *4。

しかしながら、そもそも、19世紀中葉のイ

ギリス自由主義段階においても、自由貿易、自

由放任への自由化政策はあったものの、現実に

は、国家の存在も、インドの植民地的収奪によ

る自由貿易帝国主義的な軍事政策も存在してい

たのであった。あくまでも、1840年代から

1860年代にかけての30年程度の期間から、傾

向として存在した自由化をもとに、自由主義段

階としているにすぎなかったわけである。

さらにいえば、2020年現在の地点において、

1980年代から2000年代にかけての30年間の推

移を振り返るならば、次のような現実を否定す

ることはできないであろう。

第一に、自由放任への回帰によって、貧富の

格差が、実際に拡大してきたこと。

第二に、第二次大戦後、半世紀かけて、戦時

統制経済が徐々に解除されていき、ついに包括

的な自由貿易体制を志向するWTOの成立（1995

年）、地域的な自由貿易圏を構築するFTA（自

由貿易協定）、EPA（経済連携協定）等の締結

が進んでいったこと。それとともに、グローバ

ルな自由競争は激化していき、既存の欧米にお

ける巨大企業の独占・寡占体制は掘り崩されて

いったこと。

第三に、各種の金融自由化が進められ、ブー

ム＆バーストが数年ごとに繰り返される、金融

不安定化が進み、遂には、2008年の世界金融

恐慌（リーマン・ショック）が発生するに至っ

たこと。

これらの事実経過に鑑みれば、20世紀末以

降において、純粋化傾向の再々逆転は認められ

ないとした見解は、もはやいかなる説得力もも

ちえなくなったと、いわざるをえないであろう。

このような状況変化への対応として登場して

きたのが、伊藤「逆流」仮説であり、また、時

期と直接の契機は異なっていたが、小幡「変
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容」論であったということができる。

	 伊藤「逆流」仮説

宇野学派において、いちはやく、こうした問

題状況を受け止めた上で、伊藤誠［1990 年］は、

1980 年代以降の「純粋化傾向の逆転」からの

再逆転を「逆流」と呼んで、それが突きつける

方法論的な問題を提起してきたことは周知の通

りである *5。

伊藤説においても、宇野三段階論の枠組みは、

基本的に維持されているが、しかし、鈴木・岩

田説と同様に、原理論の抽象根拠は古典的帝国

主義段階に延長され、株式資本も原理論の範囲

内とされている。

また、第一次大戦・ロシア革命以降の時期に

ついては、「社会主義に対抗する資本主義」の

世界経済論的現状分析という、宇野の考え方を

踏襲している。すなわち、帝国主義段階以来の

国家介入の増大傾向が継続していた戦間期や、

戦後復興・高度成長期のみならず、「逆流」（再

逆転）が生じたとされる、新自由主義的なグ

ローバル化期についても、「社会主義に対抗す

る資本主義」の世界経済論的現状分析の対象だ

とされる。

その際、戦間期や、戦後復興・高度成長期の

現状分析は、帝国主義段階論が、一応の基準と

されるものと考えられるが、新自由主義的なグ

ローバル化期については、より直接的に、原理

論ないし自由主義段階論が基準とされてよい、

という点に、伊藤「逆流」仮説の主眼があると

いえよう。

だが、このような伊藤「逆流」仮説には、原

理論の「貨幣から資本への転化」論は重商主義

段階、原理論の大部分は自由主義段階、株式資

本論は古典的帝国主義段階に対応する、という

考え方と相まって、方法論的なわかりにくさが

あることは、否定できないように思われる。

そもそも、原理論の箇所によって、重商主義

段階にも、自由主義段階にも、帝国主義段階に

も、対応するとされる原理論であるならば、殊

更に、新自由主義的なグローバル化期において、

ふたたび原理的相貌をつよめるようになった、

といわねばならない必要性も、ないのではない

かというようにも、考えられなくもないからで

ある。

4）	 東アジア・中国経済の興隆と世界資本主義

の長期循環

	 小幡「変容」論の問題提起

小幡道昭［2009年］『経済原論』は、2009年

に刊行されたが、そこにおいては、20世紀末

以降、旧社会主義諸国を含めて、中国、インド、

ブラジルなど、新興資本主義諸国の台頭がグ

ローバリズムを推進してきたことは、「［6頁］

おそらく、19世紀末における自由主義から帝

国主義への段階的移行を凌ぐ、大転換である。」

とされ、「［7頁］こうした大転換は、……三段

階の発展段階論に対して根本的な見直しを求め

る」ものであるとされている。なぜならば、

「帝国主義段階をどう拡張しても、もはや純化・

不純化という枠組は妥当しない」からである。

そのため、「今や、重商主義段階まで遡って、

はじめから考えなおす必要がある」のであり、

「例えば、重商主義段階のイギリスも、後発国

として、先発国オランダを、国家権力を最大限

利用して凌駕したと考えることもできる」ので

あり、「その意味では、イギリスの重商主義と、

ドイツの帝国主義は、同じ位相にたつ」ことが

指摘される。

さらに続けて、「後発国は、資本主義化の時

期に応じて、異なるタイプの資本主義を生みだ

し、それが先発国に反作用することで、資本主

義の発展段階は画される。今日のグローバリズ

ムも、この同じ位相で生じた新たな大転換であ
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る。」というように、資本主義の発展段階を、

「波状型をした資本主義の拡張の歴史」として

とらえ返す。すると、それは、「一度の純化・

不純化に還元して捉えることには無理がある」

ものであるということになる。

「［7頁］資本主義には純粋な本質的姿がある

のではない、変容こそ、資本主義の本質なのだ。

「これまでの経済原論」は、このような変容を

不純な要因によるものとして外部に押しだすこ

とで、資本主義の純粋像を追求してきた。「こ

れからの経済原論」はこの点から発想を転換し

なくてはならない。たしかに、歴史的変容がす

べて理論的に説明できるというわけではない。

だが逆に、それがまったく理論とは切断された

現象だというのも誤りである。今日の時点で資

本主義の発展過程をふり返ってみるとき、資本

主義はどのようにして変容するのか、この解明

こそ経済原論の中心課題となるのである。」（小

幡［2009年］）

このような、小幡「変容」論における問題意

識そのものは妥当なものであると考えられる。

	 小幡「変容」論の問題点

しかしながら、方法論的な次元に限れば、次

のような問題点があることにも留意する必要が

あろう。

第一に、小幡説においては、宇野段階論的な

段階移行にかえて、覇権交替論的な段階移行を

考えているようにもみえるが（小幡［2014年］

では、覇権交替の下部構造にあたるともいうべ

き「プレート交替」という表現を使っている）、

そもそも、宇野的な段階移行は、イギリスの覇

権ないしプレートの時期における生成段階・発

展段階・爛熟段階だけを取り出したものである。

単純に、宇野的な段階区分を、世界システム論

的な段階区分と同一視することができないのは、

それらを唯物史観的な段階区分と同一視できな

いのと同様であろう。

第二に、小幡説においては、段階間の移行、

変容を貫く「資本主義」を取り扱うのが原理論

だとされている。しかし、そこで対象化される

「資本主義」は、たんなる複数の発展段階から

の帰納的、機械的な抽象のように思われる。資

本主義的市民社会論による範疇模写があっては

じめて、流通形態論のレベルの資本主義もたん

なる帰納的、機械的抽象としてではなく、世界

資本主義の長期循環からの内面的模写として可

能となるのである（本稿第二節1）・2）、参照）。

第三に、原理的には、「資本主義」という概

念それ自体は、資本の一般的形式G－W－G’

を発動させる経済主体の行動様式を指し示すも

のにほかならない。そのような行動様式が、社

会的再生産過程や社会構成を編成するように

なったものとしての「資本主義的生産」、「資本

主義社会」、「資本主義的市民社会」などと区別

されることなく、それ自体で変容する有機体の

ようにとらえる概念の使用方法については疑問

である *6。

第四に、それはともかくとしても、複数の発

展段階から帰納的、機械的に抽象された「資本

主義」は、あくまでも流通形態論のレベルのも

のだということに、小幡『原論』の叙述は無自

覚であるように見受けられる。そのため、資本

形式論ないし「貨幣の資本へ転化」論が、歴史

的契機としての、資本の原始的蓄積過程を前提

とする「二重の意味での自由な賃労働者」の一

階級としての存在を媒介として、商品・貨幣流

通論から、資本主義的市民社会における産業資

本の生産・流通・総過程論への、舞台転換を扱

うという、マルクス本来の課題設定とは、まっ

たく異なる、「資本の多態化」論へと、再編成

されてしまっているわけである *7。

ただし、従来の、いわゆる生産論、分配論

（総過程論、競争論、機構論）にあたる領域の、
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大部分が、事実上、流通形態論として展開でき

てしまうことを明らかにしたことは、むしろ、

小幡『原論』の積極的な功績であると考えられ

るところである *8。しかし、また、同時に、「資

本主義的市民社会」の特殊歴史性を不明確なも

のとしてしまっている点には、疑問の余地が残

るものといわざるをえない。

	 小幡「変容」論と山口「分析基準」論

なお、小幡「変容」論の基礎にあるのは、あ

くまでも、（山口・小幡間の論争的な応酬から

は、若干、意外にみえるにしても）山口原論に

おける分析基準の考え方であるといえる。

山口『原論』においては、第3篇を競争論と

することによって、産業資本の競争機構、商業

機構、信用機構、景気循環の原理を、時間軸・

空間軸で多様な資本主義の分析基準とするとい

う考え方が提示されていた。これに基づき、原

理論の分析基準の各所にあるブラックボックス

に現実的な諸要因を挿入することによって、中

間理論を構成し、現状分析の基準とする、とい

う方法論が提起されていた。

小幡『原論』においては、原理論の開口部に

多様な諸条件が加わることによって、多様な資

本主義へと変容することを解明するものとして、

第3篇を機構論としつつ位置づけている。これ

は、競争論を機構論、ブラックボックスを開口

部と言い換えているだけで、まったく山口説と

同じといってよいと思われる。

ただ、山口説が原理論ではなく、あくまでも

中間理論において多様な資本主義を論ずるもの

としているのに対して、小幡説が原理論におい

て資本主義の変容・多様性を論ずるかのように

しているところが、相違点といえばいえるであ

ろう。とはいえ、実際には、小幡『原論』にお

いても、資本主義の変容・多様性を可能とする

開口部を論じているにすぎず、山口『原論』と

異なるところはない。

しかしながら、そうだとすると、山口説の場

合は、1970-80年代までの段階で、宇野の純粋

化論＝方法模写説、19世紀中葉モデルから距

離をとっていたという点に留意する必要が生じ

よう。宇野の純粋化論＝方法模写説、19世紀

中葉モデルからの離脱自体は、山口『原論』に

おいては、すでにして、1980年代において可

能だったのである。したがって、小幡『原論』

のように、1990年代後半以降に、宇野の帝国

主義段階論の解釈に、独特のバイアスをかけた

上で、「グローバリズム」の登場を持ち出す必

要はなかったということになる。

また、小幡説は、覇権交替（その下部構造に

あたるともいうべき「プレート交替」）をもっ

て、宇野的な段階移行に変えようとしているが、

世界システム論的な覇権循環論は、1990年代

以降の「グローバリズム」に先立って、すでに

1970-80年代に登場していたものであることに

も、留意されなければならないであろう。

	 世界システム論：ウォーラーステイン・

	 　　　　　　　　アリギ

もとより、すでにして、パクス・アメリカー

ナに最初の動揺が現れていた1970年代以降、

ウォーラーステインは、社会科学の対象として

単位となるものを探っていくと、結局の所、す

べての社会的な関係のネットワークが世界的に

連関している以上、単一の世界システムを単位

とするほかないという発想をもとに、世界シス

テムの類型として、「広義の16世紀」を境にし

て、世界帝国システムから世界経済システムへ

と大転換したという歴史認識を提起していたこ

とは、周知の通りである *9。

ウォーラーステインは、世界経済システムは、

最後の世界帝国をめざしたスペイン帝国の挫折

によって、オランダが最初の覇権国として登場
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し、覇権国を中心とする主権国家間システムへ

と転換することによって可能となったものだと

考えた。

近代世界経済システムの時代においては、覇

権国はオランダからイギリス、アメリカへと推

移してきた。このような覇権国の交替と、世界

資本主義の長期循環を結びつける解釈が、

ウォーラーステインによって提起された。

そこからは、覇権国の全盛期には主権国家間

システムは安定的となり、自由貿易が盛んにな

るのにたいして、覇権国の衰退期には主権国家

間システムが不安定となり、保護貿易、関税戦

争などによる国際緊張の高まりから重商主義戦

争、帝国主義戦争が活発化しやすくなるという

知見が得られた。

すなわち、重商主義政策→自由主義政策→帝

国主義政策という推移は、歴史一回的なもので

はなく、覇権秩序の盛衰とともに繰り返されて

きたという歴史認識が提起されたのであった。

さらに、アリギは、ウォーラーステインの考

え方を部分的に補完修正するかたちで、まず、

スペイン帝国の背後には、諸都市国家ジェノ

ヴァの金融覇権が存在していたことを指摘した。

その上で、覇権交替にともなう長期循環には、

生産拡大の局面と金融拡大の局面の交替が循環

的にあらわれることを明らかにした *10。

すなわち、19世紀末以降のイギリスの海外

投資への傾斜も、20世紀末のアメリカの「金

融化」といわれる現象も、いずれもジェノヴァ、

オランダの覇権衰退期にもみられたのと同様の

現象であることが明らかにされた。

このような世界システム論的な覇権交替＝長

期循環論の発想そのものは、たしかに歴史的な

省察から生み出されたものである。しかし、パ

クス・ブリタニカがすでに遠い過去のものと

なっただけでなく、パクス・アメリカーナさえ

も動揺を示しはじめた1970年代以降の歴史的

背景によって、そのような歴史的省察が促され

たものであるということはいうまでもないであ

ろう。 

さらに、1990年代後半以降になると、世界

資本主義の不均等発展がよりいっそう進み、つ

いに、2010年代に至って、米中覇権抗争も顕

在化するようになり、再び、帝国主義的な国際

対立の激化と国家介入の積極化へと再々逆転し

たといえる *11。

このように、何度も振り子が触れる世界史的

過程を経験した結果、宇野三段階論の前提とな

る世界史的過程は、パクス・ブリタニカ期にお

ける国家介入の積極化、消極化、積極化を取り

出したものにすぎなかったというように、見え

方が変わって来ざるをえない。

翻って、歴史的に遡ると、イギリス覇権の時

代以前には、オランダ覇権の時代があり、さら

にそれ以前には、世界帝国システムのもとにお

ける世界市場＝世界資本主義の盛衰が、太古以

来、繰り返されてきていたことが、みえてくる

ことになってきたといえるわけである。

第二節　三段階論の再構成

1）	 世界資本主義の長期循環と資本主義的市民

社会

いちはやく、世界システム論が指摘してきた

たように、近世以前の諸世界帝国、近世以降の

オランダ、イギリス、アメリカのそれぞれの覇

権期の世界市場＝世界資本主義においては、保

護主義政策→自由主義政策→保護主義政策が繰

り返されてきた。つまり、宇野三段階論の前提

となる、重商主義政策→自由主義政策→帝国主

義政策としてあらわれた、純粋化傾向とその逆

転は、必ずしも歴史一回的なものではなかった

わけである。

宇野三段階論における段階論の対象は、たん
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に、イギリス覇権期＝パクス・ブリタニカ期に

おける保護主義段階→自由主義段階→保護主義

段階にすぎなかった。

しかし、このイギリス覇権期＝パクス・ブリ

タニカ期における保護主義段階→自由主義段階

→保護主義段階という歴史過程は、他の帝国期、

覇権期のそれとは決定的に異なる点があったも

こともまた、客観的事実としてある。

それは、ヨーロッパ中世都市から育まれてき

た、きわめて特殊歴史性の強い、「市民社会 -

国家」という社会形態と、太古以来存在してき

た世界市場 -世界資本主義とが接合した、「資

本主義的市民社会 -国家」の生成 -発展 -変容と

いう歴史過程を内包するものだったからである。

世界帝国期や、オランダ覇権期における世界

市場＝世界資本主義の多くは、あくまでも遠隔

地間か、せいぜい局地的市場圏における奢侈品、

特産品、余剰物の交易にとどまるものであった。

生活必需品や労働そのものも含めて、人間社会

を根柢的に市場経済、資本主義が編成するよう

になるには、さまざまな諸条件の複合によって、

氏族集団などの共同体の岩盤が破砕される必要

があった。

そのような歴史的諸条件の複合をもたらした

のは、世界市場 -世界資本主義、ゲルマン的社

会形態、キリスト教的な文化構造の接合によっ

て形成されたヨーロッパ中世都市の発展を基礎

とした、近代「市民社会－国家」体制の生成で

あった。

近代「市民社会 -国家」という社会形態の特

徴は、私法における私的所有権の絶対性、公法

における国家権力の立憲的制限にある。

このような社会形態において、はじめて、自

然人としての個人が身体・生命および私的所有

権の自由を制度的に保障された主体としての人

格として、法的に承認された制度的存在となる。

会社・企業のような組織も法人として、自然人

としての個人と同じような人格として擬制され

ることとなる。

こうして、独立した個々の人格が私的所有権

を自由に享受できる主体として、世界市場 -世

界資本主義のもとで交換、生産に従事するよう

になったものが、「資本主義的市民社会 -国家」

である *12。

そのような、それ自体、複合的な接合形態で

あったヨーロッパ中世都市と、近世における

ヨーロッパ世界商業の発展による世界市場－世

界資本主義との接合が、さらにいくつもの歴史

的諸条件との複合をへて、ついに、イギリスに

おいて、「資本主義的市民社会－国家」という

独特の社会形態が生み出されることとなった。

その結果、イギリス覇権期＝パクス・ブリタ

ニカ期における保護主義段階→自由主義段階→

保護主義段階という、それ自体は循環的な歴史

過程が、「資本主義的市民社会 -国家」の生成 -

発展 -変容という歴史一回的な過程と、重なり

合って展開することとなったわけである。

世界市場 -世界資本主義そのものは、太古以

来、存在してきたものである。しかしながら、

その主体をなす単位は、世界帝国、部族国家、

氏族集団、家産共同体といったものであり、決

して、独立した個々の人格といったものではな

かった。「資本主義的市民社会 -国家」におい

てのみ、自然人であれ法人であれ、独立した

個々の人格が、私的所有権の主体として、世界

市場 -世界資本主義のもとで交換、生産に従事

する主体となるという、特殊歴史的な社会形態

が出現したのである。

2）	 内面化作用の方法論的意義と限界

このような、イギリス覇権期にみられた、特

有の「純粋化傾向」の歴史過程から、外的な不

純要因を捨象することによって、純粋化の極限

状態を想定する、純粋資本主義社会の論理は、
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方法論の観点からみて決定的な重要性をもって

いる。というのは、そもそも商品・貨幣、資本

という範疇、「資本主義」という範疇を、共同

体的な制度・慣習や国家の政策・法制度などか

ら分離して純粋なものとして抽出するためには、

「純粋化傾向」の極限に想定される「純粋資本

主義社会」の論理が必要不可欠だからである。

つまり、「資本主義的市民社会」が生成 -発

展し、純粋化していく傾向にある歴史過程に

よって得られる純粋資本主義社会の像が抽象根

拠となって、その下向的分析の結果として、商

品・貨幣、資本、さらには、労働過程、生産力、

生産関係、上部構造、社会構成、階級闘争、

等々、といった諸範疇が、誰の眼にも客観的な

ものとして抽出されるわけである。

それ抜きでは、主観的に恣意的な理念型を構

成する方法論か、効用・費用といったあらゆる

社会に共通どころか、あらゆる生命体にすら共

通な経済原則へと、経済学、社会科学を還元し

てしまうか、しかなくなるであろう *13。

実際、世界システム論やレギュラシオン理論、

あるいは、ある種の社会学、政治学、等々おい

ては、論者ごとに恣意的に思い思いの「資本主

義」概念が用いられているが（同じ世界システ

ム論者でも、ウォーラーステインのそれがたん

なる商人資本主義を指しているにすぎないのに

対して、アリギのそれはブローデルに倣って市

場経済と国家権力の結合したものだとされる、

等々）、それも主観的な理念型を構成する方法

論によりながら、通俗的に古典的な資本や資本

主義の範疇を受容しつつ恣意的に改変して用い

ているにすぎないのである。

ところで、そもそも、スミス、リカード、マ

ルクスがすでに行っていた、純粋化論的な方法

とは、単純に、将来的には全世界が資本主義的

に純粋化していくであろうという予測に基づい

て、純粋な資本主義的市民社会を想定するとい

うものであった。そこでの問題は、純粋化傾向

の極限をとって純粋資本主義社会を想定すると

いうことが、多かれ少なかれ、主観的操作を媒

介とせざるをえないものであったということで

ある。

たとえば、純粋化傾向の極限として想定され

る純粋資本主義社会は、彼らにおいては、当時

のイギリス三大階級社会の延長上に、三大階級

社会として想定されていた。しかし、地主階級

と資本家階級が資産家階級として一体化した状

態を想定することも、あるいは、多様な旧中間

階級が残存したり、新中間階級が新興したりす

る状態を想定することも、排除しうるものでは

なかったのではないだろうか。

そこで、純粋資本主義社会の想定は、たんな

る主観的操作ではなく、価格関係への内面化に

よるべきだというのが、鈴木鴻一郎、岩田弘ら

によって提起された、内面化論のすぐれた着眼

点であったといえよう。

ここでは、岩田弘からの引用に代表させて、

内面化論について検討してみよう *14。

「［52-53頁］宇野は外国貿易を原理論から抽

象するばあい、不純な要因を捨てるという抽象

とは異なった抽象をおこなっている。つまり、

宇野の純粋の資本主義の設定の仕方には、不純

な要素を捨てるという抽象と、対外関係を内面

化するという抽象の二通りある。

資本主義は、商品、貨幣、資本の流通形態を

とおして対外関係を処理し、他の社会と接触し

ている。またそのおなじ流通形態をもって労働

力を包摂し生産過程を統制している。だから外

国貿易を抽象しうるということだ。それをさら

にいいかえれば、資本主義は、商品、貨幣、資

本の流通形態をとおして、対外関係を国内関係

に還元し内面化しているということだ。

それでは、内面化するという抽象の方をとっ

たら、どういうちがいが生ずるか。かりに国内
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に不純な要素がのこっていても、それを捨てる

のでなくて、資本主義的生産の価値増殖関係の

うちに内面化するということになる。そして原

理論における商品、貨幣、資本の流通形態の展

開は、そういう現実の資本主義の対外面なり国

内の不純な要素の内面化の機構を、その機構面

に即して叙述することになる。」（岩田［1967

年／ 1992年］）

このように岩田は、純粋化傾向ではなく、内

面化作用によって、原理論を構成する内面化論

を対置したのであった *15。

ここから、翻って考えれば、そもそも、純粋

化傾向の極限をとるというとき、それを時間的

に延長するというのは、どのような思考実験的

な操作なのかというと、それは結局、すでに純

粋化傾向がある程度進んでいた、18 ～ 19世紀

中葉イギリスにおける資本主義的市民社会の再

生産基軸の価格関係への内面化によって想定可

能となる状態を、当時の分析者たちが、無意識

のうちに、時間的に延長した極限状態とみなし

たということに、ほかならなかったわけである。

だが、逆に、このような純粋化傾向がある程

度進んだ状態を前提条件とすることによって、

純粋化傾向を時間的に極限まで延長して、純粋

資本主義社会を想定するという操作を同時並行

させることなしに、ただ、あらゆる社会関係を

価格関係に内面化するだけならば、それが自立

的な資本主義的生産への内面化となる保証はど

こにもないことになる。

というのは、そもそも、価格関係への内面化

は、資本主義的生産に限らず、どのような生産

形態にとっても可能だからである。多かれ少な

かれ、非自立性を含んでいる現実の資本主義的

生産に、小商品生産者による生産・流通、さま

ざまな歴史段階の共同体による生産・流通、さ

まざまな歴史段階の国家による生産・流通、

等々、を内面化するという、岩田説のような論

理だけであれば、内面化は、さまざまな生産形

態の間で、相互的に行われるものとしかいえな

いからである。

つまり、多かれ少なかれ非自立性を含んでい

る、現実の資本主義的生産に内面化された世界

だけを、特権的に取り出す根拠は、内面化の論

理だけでは保証されないということである。た

とえば、小商品生産者による生産・流通だけか

らなる世界へと内面化しても、単純商品社会を

対象とする理論モデルが構築できてしまうこと

であろう。

実際、内面化の論理は、

・スミス、リカード、マルクス、宇野における

純粋化傾向の極限をとって純粋資本主義社会

を想定する場合

・正統派のように、生産・資本の集積・集中か

ら独占資本主義への転化を対象とする場合 *16

・鈴木・岩田説の世界資本主義論のように、貨

幣・信用・株式資本から金融資本への転化を

対象とする場合 *17

いずれの場合にも、適用可能なものとなって

いるといってよい *18。

いうなれば、内面化の論理は、それだけでは、

多様な生産形態の間で、華厳経的な世界観（一

即多・多即一）、あるいはライプニッツの単子

論的な世界観（全ての単子がそれぞれ宇宙全体

を映し出す鏡）となってしまうものでしかない

わけである。

このような無数の内面化のどれもが特権的な

ものではなく、いずれも平等に扱われなければ

ならないのだとすれば、結局の所、価格関係だ

けを抽出して、近代経済学レベルのような、流

通表面における需要・供給・価格の変動・均衡

の過程だけが、理論的対象となるほかはないで

あろう。

つまり、鈴木・岩田説のような内面化論に

よって根拠づけられるのは、せいぜい、近代経
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済学レベルのような、流通表面における需要・

供給・価格の変動・均衡の過程の抽象でしかな

かったということになる。

したがって、商品・貨幣、資本といった市場

経済、資本主義の基礎範疇にはじまって、諸資

本の競争の論理だけにもとづいて利潤率均等化、

景気循環に至るまでの論理が純粋に抽出できる

ためには、資本主義的な行動原理によって社会

的再生産過程が自立的に編成される状態が、宇

野の純粋化傾向論＝方法模写説のような方法論

によって、別個に想定されるという手続きが必

要となる所以である。

つまり、内面化作用によるにしても、資本主

義的生産という特定の内面化主体だけを特権的

なものとして想定することは、内面化論とは別

個の論理が必要なのである。それは、結局、純

粋化傾向によるものでしかないわけである。内

面化する主体としての資本主義的生産の形成に

は、純粋化傾向が前提条件として必要だからで

ある。

3）	 純粋化傾向と内面化作用の方法論的総合

以上みてきたことから明らかなように、世界

史の過程を（ウォーラーステイン、アリギから、

さらには、フランクに至るまでのように）、世

界資本主義の長期循環という認識枠組みでとら

えること自体が、じつは、世界資本主義の長期

循環そのものからの帰納的認識だけによっては

不可能なのである。「資本主義的市民社会」の

生成 -発展によってもたらされた諸範疇に準拠

することによって、はじめて、世界史の過程が、

世界資本主義の長期循環として分節化されるこ

とも可能となる。

そのような方法論的意識の明確化によって、

太古以来、長期循環を反復してきた世界資本主

義が、中世ヨーロッパ都市に由来する「市民社

会 -国家」という、きわめて特殊歴史的な社会

形態と接合したところに、「資本主義的市民社

会」が成立するものであることもまた、明確化

されるようになるわけである。

しかしまた、資本主義的市民社会は、19世

紀末以降、没落・消滅ともいいうる変容を蒙っ

てきたことも客観的な事実であり、それは、パ

クス・ブリタニカ期に固有の歴史一回的な現象

であったということができる。このような、パ

クス・ブリタニカ期に固有の歴史一回的な現象

としての資本主義的市民社会の生成・発展・没

落を内面化したものが、市民社会 -国家論であ

り、経済学原理論にほかならない。

純粋化傾向をつうじて生成した資本主義的市

民社会における再生産基軸の価格関係への内面

化によって、一方では流通表面の形態規定が行

われ、他方では不純な諸要因や対外関係の内面

化による、純粋化傾向の極限の想定が行われる

わけである。

結局――、

・資本主義的市民社会への純粋化傾向があって

はじめて、内面化作用は原理論の抽象方法と

して意味をもつことができるようになる。

・純粋化傾向の極限をとるというとき、それは、

現実の歴史の流れとは異なる時間的な延長を

思考実験の中で想像すると考えると、主観的

な恣意となる。そうではなく、現存した資本

主義的市民社会への内面化作用によって、純

粋化傾向の極限を想定するのである。

・資本主義的市民社会の原理的規定から、はじ

めて純粋に抽出された流通形態としての世界

資本主義は、そのような世界資本主義への現

実的・歴史的な世界の内面化によって、太古

以来の長期循環を行うものとして規定される。

世界資本主義を主体とみれば、世界史を内面

的に模写した世界資本主義の長期循環の原理

論と、その歴史的・具体的な叙述としての世

界資本主義の歴史理論ができる。これは、資
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本主義的市民社会かぎりの歴史一回的な過程

としてではなく、世界帝国の興亡、覇権国の

交替にともなう世界資本主義の長期循環その

ものの内面的模写による論理 -歴史説（＝原

理論）、歴史 -論理説（＝歴史理論）という

ことになる。もちろん、太古以来の世界資本

主義も、それ自体、人類史とともにある歴史

一回的な事象といってよいのであるが、その

中の一局面としての資本主義的市民社会の歴

史一回性とは区別されなければならない。

・歴史一回的な資本主義的市民社会の解明は、

内面的な模写としては世界資本主義論＝流通

形態論にたいする生産論・分配論（総過程論、

競争論、機構論）の位置を占めるが、歴史

的・具体的な叙述としては世界資本主義の歴

史理論の一局面としての、歴史一回的な発展

段階論という位置を占めることになる。

4）	 世界資本主義の歴史理論における長期循環

論と発展段階論：三段階論の再構成

それでは、以上のような方法論的な整理と再

検討を踏まえるならば、三段階論は、どのよう

な再構成を必要とするであろうか。

世界資本主義の長期循環論的な歴史理論は、

太古以来、現代まで続いてきた歴史過程を対象

範囲とする。それに対して、資本主義的市民社

会の発展段階論的な歴史理論は、パクス・ブリ

タニカ期における、その生成 -発展 -変容とい

う歴史過程を対象範囲とする、という関係にあ

るということができる *19。

原理論は、現実の世界資本主義と資本主義的

市民社会のいわば機構面だけを、その生成、確

立、発展において内面的に叙述する。それに対

して、歴史理論は、そのおなじ世界資本主義と

資本主義的市民社会を、その具体的歴史的な段

階的推移に即して分析し叙述することになる。

かくして、三段階論は、次のように再構成さ

れるように、さしあたりは、思われるところで

あろう。

・循環する世界資本主義システムを一般的、抽

象的に把握する原理論

・世界資本主義システムの長期循環、覇権交替

の歴史過程を概念的に把握する世界システム

の歴史理論

・それらを媒介とする現状分析

だが、ここで留意すべきことがある。世界資

本主義なり資本主義的市民社会なりを基軸とし

た価格関係に内面化したとしても、例えば、宇

野が帝国主義段階への移行の決定的な契機とし

た、重工業における固定資本の巨大化のような

特殊歴史的な諸要因は、原理的な一般理論には

還元できないということである。

つまり、宇野の段階論は、現状分析・経済史

学という実証的事実関係の側に寄っている段階

論だということができる。それに対して、株式

資本（金融資本）や集積・集中（独占資本）を

原理的に展開できるものとする鈴木・岩田や正

統派のそれは、あくまでも原理論の側に寄って

いる段階論であるということができる。

つまり、原理論で説きうる対象の内面的模写

と、その外面的記述としての歴史理論のような

原理論寄りの段階論との二段階があると同時に、

特殊歴史的要因の現状分析・経済史学的な知識

を、（上記の二段階の理論を基準としつつ）

ウェーバー的な主観的方法によって理念型化し

た歴史類型論と、それを基準としたより具体的

な現状分析・経済史学的な研究との二段階があ

ることになる。

それは、三段階論ではなく、2×2段階の理

論だということになる。
{原理論－歴史理論}

　　－{歴史類型論－現状分析・経済史学}

しかし、さらにいえば、資本主義的市民社会



― 152 ―

の原理論・歴史理論（段階論）と、流通形態と

しての世界資本主義の長期循環の原理論・歴史

理論とも区別して考えるべきであるから、それ

らの2×2段階の理論に、それらを基準としつつ、

特殊歴史的要因を理念型化した歴史類型論と現

状分析・経済史学を加えて、3×2段階の理論

となるであろう *20。
流通形態としての世界資本主義の長期循環の

原理論－歴史理論

資本主義的市民社会の原理論－歴史理論（宇

野的な狭義の段階論）

特殊歴史的要因を理念型化した歴史類型論－

現状分析・経済史学

このようにして、ウォーラーステインらの世

界システム論者によって直観的に、ややもする

と通俗的な資本主義概念によりかかりつつ、導

き出されてきた世界資本主義の長期循環論も、

論理的、概念的に整備された理論的な体系性の

うちに、位置づけ直すことが可能となるわけで

ある。

第三節　原理論体系の叙述方法と
　　　　展開動力

以上のように、3×2段階の理論体系とした

ときの、原理論は、どのように再構成されるべ

きであろうか。また、原理論の叙述方法と、展

開動力については、どのように考えられるべき

であろうか。

1）	 原理論の再構成

原理論は、純粋化傾向と内面化作用によって、

客観的なものとして抽出された諸範疇を出発点

として、諸概念の間の論理的な関係を、上向的

総合として叙述していくものである。

まず、労働・生産、生産力、生産関係、上部

構造、社会構成、階級、等々の諸範疇の規定が、

原理論における独自の領域を形成することにな

る（＝従来の生産論の一部に対応）。

次に、世界資本主義の長期循環の反復をとお

して、ある種の原理的法則性が浮かび上がって

くることになる（＝従来の流通形態論の次元に

対応）。

さらに、資本主義的市民社会の成立条件、再

生産構造とその均衡編成、諸収入の分配と諸階

級の構造の解明が、原理論における独自の領域

を形成することになる（＝従来の生産論の一部、

分配論の一部に対応）。

かくして、原理論は、ごく大まかにいえば、

次のように再構成されることとなるであろう。
経済原則論：	対他的連関　社会構成の諸形態　

対自然的連関　労働過程

流通形態論：	商品・貨幣・市場形式　資本一般 

商人資本形式　産業資本形式

	 利子生み資本形式　世界市場と恐慌

資本主義的市民社会論：諸条件　均衡編成　

　　　　　　　　　　　諸収入の分配と諸階級

2）	『資本論』における叙述方法の多元性

ところで、原理論の体系は、上向的総合に

よって叙述されるといったばあい、それは、具

体的にはどのような叙述方法となるべきなので

あろうか。じつは、『資本論』の叙述方法には、

次のように、複数の要素が入り交じっていたと

考えられる。
構造論

　論理的構造論

　歴史的制度論

発生論

　歴史的発生論

　論理的発生論

　　構造論的概念展開論＝復元論

　　分化発生論／発生進化論
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　論理-歴史発生論

　　歴史-論理説

　　論理-歴史説

まず、大きく分けると構造論的方法と発生論

的方法がある。

構造論的方法は、さらに、論理的構造論と歴

史的構造論（制度論）とに分けられる。

論理的構造論とは、均衡的に編成された社会

的再生産を分析する再生産表式論が代表的なも

のであり、静態的な構造を論理的に分析するも

のである。

歴史的構造論（制度論）は、特定の歴史的な

制度構造を分析するものであり、『資本論』に

おいては、いわば、歴史一回的な資本主義的生

産様式そのものがこのような方法の対象となっ

ているということもできる。より直接的な例と

しては、当時のイギリスにおける労資関係、労

賃制度、土地所有制度、信用制度をはじめとし

て、さまざまな箇所にみられる歴史的事例を分

析する際の方法である。

発生論的方法は、歴史的発生論と論理的発生

論とに大別できるが、さらに、両者を統合的に

考えようとする論理 -歴史発生論もある。

歴史的発生論は、特定の歴史的な制度構造の

発生過程を歴史的に分析するものであり、『資

本論』においては、いわば、歴史一回的な資本

主義的生産様式そのものの発生過程である資本

の原始的蓄積過程論、商品取扱資本、貨幣取扱

資本、利子生み資本、土地所有制度の歴史的分

析が、このような方法の対象となっている。

論理的発生論は、さらに、構造論的概念展開

論＝復元論と分化発生論／発生進化論とに大別

できる。

構造論的概念展開論＝復元論は、完成された

構造を、具体的で豊富な概念として体系の終着

点においた上で、最も単純で抽象的な概念から

出発して、上向的に概念が自己展開していくこ

とによって、全体像を復元していくという叙述

方法である。単純で抽象的な概念から複雑で具

体的な概念への上向法的総合による叙述そのも

のは、古典学派の方法も含めて、一般的な教科

書の叙述スタイルにも当てはまるものであると

いってよい。しかし、ヘーゲル、マルクスの場

合には、概念の弁証法論理による自己展開とい

う、特殊な方法がある。

分化発生論は、生物学における細胞が器官を

分化発生して個体を生成していくということの

比喩から、商品、貨幣、資本、産業資本、商業

資本、銀行資本、証券業資本といった諸形態が、

商品経済的利益の最大化を求める経済主体の行

動によって分化発生していくというように、原

理論を叙述する方法である。『資本論』におい

ても、随所でこのような方法がとられているが、

この方法で一貫させることを提唱したのは、山

口『原論』であった。

発生進化論は、分化発生論が個体発生の比喩

によるものであり、資本主義市場経済をあたか

も社会有機体のように連想させがちであること

に対して、資本主義市場経済は、あくまでも、

個別的な経済主体の競争的な行動が生み出す諸

形態であるということから、生物学的な比喩と

しては、発生進化のほうがより適切であるとい

うものである。ただし、実質的な内容には変わ

りはない *21。

論理-歴史発生論は、論理的な発生過程と歴

史的な発生過程を重ね合わせて考えようとする

ものであり、歴史と論理のどちらを主とみるか

で歴史 -論理説と論理 -歴史説に分けられる。

実際、『資本論』は、貨幣から資本への転化、

単純商品生産から資本主義的生産への転化、領

有法則の転回、資本の原始的蓄積から資本蓄積

の一般法則をとおって資本の集積・集中への歴

史的傾向、価値の生産価格への転化、等々にみ
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られるように、歴史 -論理説や論理 -歴史説と

解釈できるような叙述方法を、全篇にわたって

用いていた *22。

3）	 原理論における論理的な叙述方法への純化

以上のうち、歴史的制度論と歴史的発生論に

ついては、歴史理論、経済史、現状分析などの

課題として、原理論とは分離されるべきである。

『資本論』の場合は、いわば原理論・歴史理論・

現状分析が総合的に構成される叙述方法となっ

ていたが、原理論を純化して抽出する叙述方法

においては、歴史的制度論と歴史的発生論の要

素は、歴史理論・現状分析へと切り分けて配分

されることになるわけである。

そうすると、原理論の叙述方法として残るも

のは、論理的構造論、構造論的概念展開論＝復

元論、分化発生論／発生進化論ということにな

る。

これらのうち、論理的構造論については、構

造論的概念展開論＝復元論であれ、分化発生論

／発生進化論であれ、『資本論』における叙述

方法においては、構造の組み立てと発生過程と

を概念的に把握することとなるので、セットと

して含まれているものといってよい。

したがって、検討対象として残るのは、分化

発生論／発生進化論と、構造論的概念展開論＝

復元論ということになるであろう。

	 原理論の展開方法としての発生進化論

分化発生論は、すでにみたように、分化発生

という比喩は、商品経済、資本主義を有機体に

なぞらえて、その細胞、内臓器官などが分化発

生するものとして、商品、貨幣、資本、産業資

本、商業資本、銀行資本、証券業資本をとらえ

るものとなっている。しかし、個別的な経済主

体の行動それ自体が生み出していく物象化され

た社会的諸関係は、偶然的な諸制度の発生と、

それらの自然淘汰をつうじた生産力・生産関

係・上部構造といった諸制度の発生進化という

比喩のほうが適切であると考えられる。

しかし分化発生論であれ発生進化論であれ、

経済主体の商品経済的な利益の最大化だけを原

動力とする行動論的アプローチであるかぎり、

「行き先」はあらかじめ指定されておらず、企

業組織、産業組織はもちろんのこと、公共機関

にまで展開しうるように、多種多様に分岐する

論理的可能性を排除できないという問題があ

る *23。

したがって、分化発生論／発生進化論におい

ても、研究対象の全体像に関する具体的な概念

をあらかじめ表象しておいて、そこを最終的な

「行き先」として設定することは、不可避のこ

ととなるはずである。そのためには、構造論的

概念展開論＝復元論の方法も必要となるが、は

たして、それは使える方法であろうか。

以下でみるように、マルクスに固有の構造論

的概念展開論＝復元論には、多義的な要因が混

淆されていることに問題があると考えられるが、

それらのうちから、合理的な核心に絞り込めば、

有益な方法的な視点となるものと考えられる。

	 構造論的概念展開論＝復元論の問題点と

	 意義

マルクスにおける構造論的概念展開論＝復元

論は、さまざまな展開要因を混淆していたこと

に問題があった。

たとえば、親という概念には子供という概念

がセットであり、夫という概念には妻がセット

であるのと同様に、商品は概念としてかならず

貨幣とセットであるから、商品という概念の分

析をつうじて貨幣という概念へと、概念的展開

ができるわけである *24。

しかし、資本とくに産業資本という概念への

概念的な展開は、それとは異なる。「貨幣から
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資本への転化」は、はじめからW－G－W‘と

G－W－G‘という相異なるものを外的に比較

して、労働力商品を外挿するという論法にすぎ

ないからである。貨幣占有者の資本家への成長

は、「流通部面のなかで行われなければならず、

しかも流通部面のなかで行われてはならない」、

ここがロドスだ、ここで跳べ、というのは、み

せかけのアンチノミー（二律背反）、みせかけ

の弁証法にすぎない。

また、資本の生産過程論・流通過程論・総過

程論や、流通論・生産論・分配論という三篇構

成にいたっては、単純に、生産過程＋流通過程

＝総過程という足し算でしかない。流通は生産

の反対物であるとしても、両者は単純に足し算

によって総過程とされているだけのことであっ

て、弁証法的な止揚などという必要はないもの

でしかない *25。

つまり、「貨幣から資本への転化」、資本の生

産過程・流通過程・総過程などは、弁証法的展

開を装ってはいるが、実際には、そうはなって

いないといわざるをえないわけである。

さらに、マルクスは、『経済学批判序説』か

ら『経済学批判要綱』へと「貨幣章」書き進め

るうちに、労働、生産の抽象的一般的規定から、

商品・貨幣、資本へと、一方向的に上向はでき

ないことに気づき、商品を端緒とするように

なっていった。この考え方は、宇野学派におい

ても墨守され続けている。

しかしながら、商品・貨幣から貨幣資本への

論理的跳躍も、たんなる貨幣資本や商人資本か

ら産業資本への論理的跳躍も、遠隔地交易の発

展や、資本の原始的蓄積過程などの歴史的契機

の外挿なしには、労働、生産の抽象的一般的規

定から商品形態への論理的跳躍と同様に、一方

向的な上向として概念的に展開することはでき

なかったはずなのである。

つまり、資本から商品・貨幣への下向的分析

は可能だが、商品・貨幣から資本への上向的総

合は、一方向的なものとして概念的に展開する

ことはできないわけである。逆に言えば、資本

なり、資本主義的市民社会なりの、具体的表象

という概念的な最終地点、行き先をあらかじめ

表象しているがゆえに、商品・貨幣から資本へ

と一方向的に概念的展開の上向的総合を行える

ということである。

しかし、具体的表象という概念的な最終地点

が決まっていれば、単純な抽象的概念からの上

向的な概念的展開は、要所要所で、歴史的な諸

契機を外挿することによって行われるしかなく

なるのは当然のことである。したがって、『資

本論』の叙述方法は、必然的に、要所要所にお

いて、歴史 -論理説となっている。このような

上向的総合を、あたかも、概念それ自体の弁証

法的な自己展開であるかのように装う叙述スタ

イルこそが、山口［1984年］によって、「行き

先論的アプローチ」として批判されたものにほ

かならないといえよう *26。

このように、多種多様な論理を、弁証法の名

の下に混淆させていたことに、マルクスにおけ

る構造論的概念展開論＝復元論の問題があった

ということができよう。

しかしながら、他方で、概念的展開を、歴史

的な諸契機を外挿することなく、論理的な分化

発生論／発生進化論によってのみ辿るべきもの

と考えるとすると、労働・生産からの上向にお

いても、商品・貨幣からの上向においても、か

ならずしも一方向的なものではなく、多方向的

な発生進化が起こりうることを、そのまま論理

的に把握するということになろう。つまり、無

数に分岐する論理的可能性を、逐一、列挙して

いくという叙述方法とならざるをえないであろ

う（それはそれで、一つの考え方であろう）。

それに対して、経済学原理論の概念的な展開

方向を特定化することは、資本なり資本主義的
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市民社会なりといった具体的表象を、最終地点、

行き先とすることによって可能となるというこ

とが、できるわけである *27。

4）	 原理論の論理の展開動力

とはいえ、もちろん、発生進化論としての原

理論の論理の展開動力は、具体的表象の概念へ

の復元力というような、概念的な展開動力（こ

れには、要所要所での歴史的な諸契機の外挿を

要する）ではありえない。ましてや、ある1点

に、同時に有ることと無いこととのアンチノ

ミー（二律背反）の止揚が、生成・運動である、

というような、すなわち、「現存するものの肯

定的理解のうちに、同時にまた、その否定、そ

の必然的没落の理解を含み、どの生成した形態

をも運動の流れのなかで」（『資本論』第一巻第

二版後書）把握するというような、純粋に弁証

法哲学的な論理に求められるものでは、ありえ

ないであろう。

発生進化論としての原理論の論理の展開動力

は、あくまでも経済主体（生産主体）の、それ

自体は非合理的な「盲目的な生への意志」であ

る生存欲求と蓄積衝動を原動力とする、限定合

理的な実践的対象化活動に求められなければな

らない。もちろん、そこにおいては、新古典派

ミクロ理論のように完全情報下の合理的予想に

よる、瞬時の主観的均衡としての費用最小化、

効用最大化などではなく、環境世界の中で与え

られた選択肢の中では、どちらかといえば費用

は少なく、効用は大きいほうがよいという程度

の選好はつねに働くものと想定されるにすぎな

い。また、経済主体（生産主体）は、かならず

しも自然人としての個人とは限らず、氏族集団

のばあいもあれば、法人のばあいもある。

そのような経済主体（生産主体）による、フ

ローとしての実践的対象化活動が、ストックと

しての対他的 -対自然的な関係構造――諸制度

としての生産関係、観念的上部構造、世界資本

主義、資本主義的市民社会、等々――を生成 -

変成し、生成 -変成されたストックとしての対

他的 -対自然的な関係構造を所与の条件として、

新たなフローとしての実践的対象化活動が行わ

れる *28。ストックとしての対他的 -対自然的な

関係構造によって規定された、フローとしての

実践的対象化活動の生産力の発展が、ストック

としてのそれらと矛盾するようになると、さら

にまたそれらを変革していくものとなる。

しかし、変革による制度進化の方向性は、

まったく定まったものではなく、偶然的で多方

向的なものであると考えられる。そのようにし

て、無数の諸制度が発生しうるが、淘汰をつう

じて生き残った諸制度のみが、事後的に、進化

した諸制度となる。

とはいえ、もちろん、それだけでは、依然と

して、多方向的、無方向的な展開可能性を孕ん

でいるのであって、資本であるとか、資本主義

的市民社会であるとかといった、何らかの行き

先は、分析者の問題関心によって、あらかじめ、

上向の行き着く先の具体的表象の概念として、

想定されていなければならない。その限りでは、

構造論的概念展開論＝復元論、行き先論的アプ

ローチの要素を、完全に排除するわけにはいか

ないわけである。

いずれにせよ、経済主体（生産主体）による、

それ自体は非合理的な「盲目的な生への意志」

である生存欲求と蓄積衝動を原動力とする、限

定合理的な実践的対象化活動が生み出す生産関

係、観念的上部構造などの諸制度のフローとス

トックの螺旋循環的な発生進化こそが、原理論

体系の展開動力であると考えられるべきであろ

う。
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